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要旨：T 型断面や中空断面のようにフランジを有する RC 梁部材のせん断耐力は，フランジ部の影響を無視し

た矩形断面として算定される。一方，T 型断面 RC 梁のせん断耐力は，矩形断面として算定されたせん断耐力

では過少評価することが確認されているが，中空断面 RC 梁のせん断耐力を検証した研究例は少ない。本論

では，中空断面 RC 梁の載荷実験を実施し，ウェブに発生した斜めひび割れがフランジを貫通して破壊に至

る場合と，ウェブがフランジを押し抜いて破壊に至る場合の 2 種類の破壊形態が存在することを確認した。

また，それぞれの破壊形態を想定したフランジのせん断耐力とウェブのせん断耐力を考慮することで中空断

面 RC 梁のせん断耐力が算定可能か検討を行った。 

キーワード：中空断面，せん断耐力，押抜きせん断破壊 

 

1. はじめに 

 現行の設計基準において，鉄筋コンクリート棒部材の

せん断耐力 Vyは，修正トラス理論に基づきコンクリート

が負担するせん断耐力 Vcと，せん断補強鉄筋が負担する

せん断耐力 Vsの和として算定される 1)。このうち，コン

クリートが負担するせん断耐力 Vcの算定においては，矩

形断面梁部材による実験結果をもとにした算定式が用い

られている。また，T 型断面や中空断面のようにフラン

ジを有する梁部材の場合，フランジの影響を無視して腹

部の幅を用いた矩形断面としてせん断耐力を算定するこ

ととなっている。 

しかし，T 型断面梁部材のせん断耐力は矩形断面とし

て算定されたせん断耐力では過少評価することが確認さ

れている 2),3)。そのため，T 型断面梁部材においてフラン

ジの影響をせん断耐力に評価することにより，耐力式の

精度向上に寄与すると提唱されている。一方，長大スパ

ン化が進む橋梁上部工等では，中空断面形状が多く採用

されているが，中空断面梁部材を対象としたせん断耐力

の検証事例は少ない。T 型断面梁部材と同様に中空断面

梁部材においても，せん断耐力算定時にフランジの影響

を評価することで部材の縮小化や鉄筋量の低減等が可能

となり，経済的かつ施工性のよい構造物の設計に繋がる

と考えられる。 

そこで，著者らはフランジ部をパラメータとした中空

断面 RC 梁供試体による載荷実験を実施し，その破壊性

状を観察してせん断耐力の評価を試みた。破壊性状の観

察結果から，ウェブに斜めひび割れが発生した後のフラ

ンジ部の破壊形態は，ウェブに発生した斜めひび割れが

フランジを貫通して破壊に至る場合と，ウェブがフラン

ジを押し抜くように破壊に至る場合の 2 種類に分類され

ることが確認された。よって，各破壊形態を想定したフ

ランジ部のせん断耐力と従来の算定方法であるウェブの

みのせん断耐力を考慮することで，中空断面 RC 梁のせ

ん断耐力の算定が可能となると考えてせん断耐力の算定

式を検討した。 

 

2. 実験の概要 

2.1 供試体概要 

 供試体の形状寸法および諸元を図－1～3 および表－1

に示す。実験は図－1～3 に示すように，フランジ内に軸

直交方向鉄筋を配置しない供試体（B シリーズ）と軸直

交方向鉄筋を配置する供試体（MA シリーズ）について

実施した。フランジによるせん断耐力の影響を比較する

ためのパラメータとして，フランジの幅，厚さ，フラン

ジ鉄筋量，圧縮フランジおよび引張フランジの有無を設

定した。 

供試体の形状および配筋状況は図－1～3 に示す通り

であり，全ての供試体において引張側フランジ軸方向鉄

筋はねじふし鉄筋を使用し，端部は定着板とナットで定

着した。なお，有効高さを同じとし，せん断破壊とする

ため引張鉄筋比を pc=5.8%程度として各供試体で同程度

とした。また，供試体 MA-2 以外の供試体において，圧

縮側フランジ軸方向鉄筋は 2 段配置とし，フックをつけ

て梁内端部に定着した。そのうち供試体 MA-1 は，圧縮

フランジに閉合型の軸直交方向鉄筋を配置している。供

試体 MA-2 は圧縮フランジ軸方向鉄筋を 1 段配置として

ねじふし鉄筋を使用し，端部は定着板とナットで定着し

た。更に両フランジとも軸直交方向鉄筋を 1 段配置し，
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ウェブ内に配置される軸方向鉄筋にフックを掛けて定着

した。 

載荷方法は一点集中載荷であり，試験区間のせん断ス

パン比は 2.2 としてせん断補強鉄筋を配置していない。

また，試験区間外側のせん断スパン比は 1.93 としてせん

断補強鉄筋を配置している。 

2.2 載荷概要 

 載荷は，2 点単純支持状態の RC 梁に対して 1 点集中

載荷で変位制御による静的な一方向単調載荷により行っ

た。試験区間側の支点はテフロン板を用いて水平方向の

拘束を取り除いた可動条件とした。載荷板および支点板

は供試体全幅の鋼板を使用し，軸方向の幅は 100mm と

した。 
 

3. 実験結果 

3.1 破壊性状の確認 

 破壊性状の観察および破壊断面形状の確認より，フラ

ンジ部の破壊経緯が 2 種類に分類されることを確認した。

それぞれの破壊経緯の代表的な供試体について破壊状況

を示す。 

(1) 供試体 B-2 

供試体 B-2 の荷重変位曲線を図－4 に，破壊後の供試

体のひび割れ状況を写真－1,2 に示す。 

試験区間のせん断力233kN載荷時に側面に斜めひび割

れが発生した。このひび割れは，概ね支点および載荷点

に向かって進展しており，ウェブの上下端付近まで繋が

っているがフランジ内までは進展していない。その後も

載荷を続けると荷重は上がり続け，ひび割れは開口しな

がらフランジ内に進展していった。280kN 載荷時に圧縮

フランジ面のウェブ近辺に載荷点から支点方向へ軸方向

のひび割れが片側のみ発生したが，その後も荷重は増加

を続けた。332kN 載荷時に圧縮フランジ面の反対側のウ

ェブに沿う位置にも同様な軸方向のひび割れが発生した。

更に341kN付近で側面のひび割れがフランジ部を完全に 

表－1 供試体諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 供試体 B シリーズ概要図    図－2 供試体 MA-1 概要図     図－3 供試体 MA-2 概要図 

    （例：供試体 B-1） 
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貫通しつつ，最大せん断力 343kN 載荷時にウェブ直上付

近のフランジコンクリートが持ち上がるように破壊に至

った。 

持ち上がったウェブ直上付近のフランジコンクリー

トを取り除くと，ウェブとフランジの接合部からフラン

ジ上面に向けて斜めに破壊面が進展しており，圧縮・引

張側ともにウェブでフランジを押し抜くような破壊性状

となっていた。写真－3 に破壊面の状況を示す。なお，

供試体 B-1，B-3（上フランジ），B-4，B-5，MA-1（下フ

ランジ）が同様な破壊性状であった。 

(2) 供試体 MA-2 

供試体 MA-2 の荷重変位曲線を図－5 に，破壊後の供

試体のひび割れ状況を写真－4,5 に示す。 

試験区間のせん断力 266kN 載荷時において，側面下方
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図－4 B-2 荷重変位曲線 

写真－1 B-2 破壊状況（側面） 

写真－2 B-2 破壊状況（上フランジ） 

 

写真－3 B-2 破壊状況（上フランジ詳細） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 MA-2 荷重変位曲線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真－4 MA-2 破壊状況（側面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真－5 MA-2 破壊状況（上フランジ） 
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に支点から載荷点に向かって斜めひび割れが発生した。

ただし，引張フランジ内までは進展していない。その後，

載荷を続けるに従い，斜めひび割れは載荷点方向へ進展

しながらひび割れが開口していった。327kN 載荷付近か

ら斜めひび割れは圧縮・引張フランジ内に進展していき，

374kN 載荷付近で圧縮・引張フランジともに載荷板およ

び支点板前面に向かって貫通した。その際，フランジ面

には供試体 B-2 に発生したような軸方向のひび割れは発

生せず，載荷板（支点板）前面の位置でフランジがずれ

るようなせん断破壊となった。その後，フランジ部に貫

通した斜めひび割れが更に開口して，フランジ部のずれ

が拡大していくとともに最大せん断力 411kN に達した。

なお，供試体 B-3（下フランジ），MA-1（上フランジ）

が同様な破壊性状であった。 

 

4. せん断耐力の検証 

4.1 設計式と実験結果の比較 

 一般に中空断面形状におけるせん断耐力の算定には，

腹部（ウェブ）幅のみを有効としている。そこで，ウェ

ブ部のせん断耐力を式(1)で算出する。なお，載荷板と支

点板の前面間をせん断スパンa1とした場合，前面間せん

断スパン比a1/d=1.98程度となり，ディープビーム部材に

相当するためコンクリートが負担するせん断耐力Vcの算

定には低せん断スパン領域における実験式を用いた4),5)。 

Vweb = Vc + Vs                (1)  

 nwpdcc dbfdaV βββ ・・・・・・3166.1
1 ')/(76.0 −=  

( ) ssssw szfAV /cossinwys ･＋・β･･ θθ=  

ここに， 

  a1：支点前面から載荷点前面までの距離(mm) 
 

 式(1)でウェブ部のみを有効としたせん断耐力Vwebを算

出し，実験で得られた最大せん断力Vexpと比較したもの

が表－2である。 

 ウェブ部のみのせん断耐力Vwebと比較して，実験で得

られた最大せん断力Vexpは大幅に大きく，Vexp/Vwebは中空

断面の供試体で1.58～2.18，圧縮フランジのみの供試体

B-4で1.45，引張フランジのみの供試体B-5で1.40となって

いる。現行の中空断面の設計におけるウェブのみを有効

としたせん断耐力の算定方法では，明らかに実験値を過

少評価していることが確認できる。 

 なお，中空断面である供試体B-1の寸法および配筋を中

実矩形断面としてせん断耐力を計算した場合，

Vy=494.5kNとなり実験で得られた最大せん断力（Vexp 

=313.8kN）よりも大幅に大きな値となる。 

4.2 フランジの各パラメータの検証 

 フランジの各パラメータの検証を行うため，基準供試

体である B-1 と各供試体の実験結果の比較を行う。 

基準供試体に対してフランジ厚を 1.5 倍にした供試体

B-3 は最大せん断力が大きくなっており，実験値 Vexp か

らウェブのみのせん断耐力Vwebを差し引いたフランジの

せん断耐力(Vexp－Vweb)で比較した場合，1.6 倍程度の耐力

増加が認められた。よって，フランジの厚さがせん断耐

力の増加に寄与していることが分かる。また，基準供試

体に対してフランジ幅を 1.4 倍にした供試体 B-2 も最大

せん断力は大きくなっているが，フランジのせん断耐力

(Vexp－Vweb)で比較した場合，1.2 倍程度の耐力増加に留ま

っている。 

 フランジの有無をパラメータとした B-4,5 について基

準供試体である B-1 と比較した場合，圧縮フランジもし

くは引張フランジの片方のみである B-4,5 の最大せん断

力は，両方のフランジがある基準供試体の最大せん断力

に対して小さい。また，フランジのせん断耐力(Vexp－Vweb)

で比較した場合，B-4,5 は基準供試体に対して 2～3 割程

度の耐力低下が認められた。 

 フランジ鉄筋量をパラメータとした MA-1,2 は，基準

供試体 B-1 と比較して最大せん断力は大きくなった。ま

た，フランジのせん断耐力(Vexp－Vweb)で比較した場合，

基準供試体に対して 1.9～2.0 倍程度の耐力増加が認めら

れた。よって，フランジの配筋状況がせん断耐力に与え

る影響が大きいことが分かる。 

 

5. フランジの影響を考慮したせん断耐力式 

5.1 せん断耐力式の検討 

 中空断面 RC 梁のせん断において，現行設計手法であ

るウェブのみを有効したせん断耐力と比較して実験値が

大きくなることから，フランジの耐力を考慮することを

試みた。前述のフランジ破壊性状の観察結果から，フラ

ンジに軸方向のひび割れが発生してウェブに押し抜かれ

るように破壊に至る場合（以下，case1）と，フランジが

軸直交方向のみの破壊面によってせん断破壊に至る場合

（以下，case2）の 2 種類の破壊形態で破壊が進行するこ

 

表－2 実験値と計算結果の比較 

最大
せん断力

ウェブ
せん断耐力

Vexp (kN) Vweb (kN)

B-1 313.8 198.7 115.1 1.58
B-2 342.9 200.1 142.8 1.71
B-3 384.2 200.1 184.1 1.92
B-4 290.9 200.6 90.3 1.45
B-5 280.4 200.6 79.8 1.40

MA-1 432.2 198.2 234.0 2.18
MA-2 416.3 197.9 218.4 2.10

供試体
Vexp － Vweb

(kN) Vexp /Vweb
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とが確認されている。よって，フランジに対していくつ

かの破壊面が想定される中で，この 2 種類の破壊形態に

対応するフランジのせん断耐力のうち，小さい方がフラ

ンジの破壊形態を決定すると考えた。 

 破壊状況の観察結果からフランジ部のせん断耐力算定

方法として，ウェブに押し抜かれるように破壊に至る

case1 は面部材の押抜きせん断耐力で評価され，フランジ

が軸直交方向のせん断破壊に至る case2 はフランジを梁

と見なした棒部材のせん断耐力で評価されると考えた。

そこで，中空断面のせん断耐力 Vyの算定において，フラ

ンジのせん断耐力を考慮した式(2)で評価を試みた。 

Vy＝Vweb＋Vfla1＋Vfla2                      (2) 

ここに， 

Vweb：ウェブ部が負担するせん断耐力(kN ) 

Vfla1：上フランジ部のせん断耐力(kN ) 

Vfla2：下フランジ部のせん断耐力(kN ) 

 

Vfla1,2＝min(Vflap,Vflay)              (3) 

ここに， 

Vflap：押抜きせん断耐力(kN ) 

Vflay：棒部材のせん断耐力(kN ) 

 

Vflap＝βd・βp・βr・fpc・up・df           (4) 

ここで， 

fpc＝0.20f ’c
1/2 

βd＝ (1000/d)1/4 

βp＝ (100pc)1/3 

βr＝1＋1 / (1＋0.25u / df) 

u：載荷面の周長 (=2×(bw+2×tf)×2) (mm) 

up：押抜き周長の有効範囲 (=2×(tf + tf×π/4)) (mm)  

df：フランジの有効高さ (mm) 

pc：引張鉄筋比 

(=l1/(l1+l2)×pcc+ l2/(l1+l2)×(pcc+pcl)/2) 

ここに， 

 pcc：軸直交方向の引張鉄筋比 

 pcl：軸方向の引張鉄筋比 

 l1：押抜き周長の有効範囲のうち，直線部分 

 l2：押抜き周長の有効範囲のうち，曲線部分 

nfepd3 c
166.1

ffflay db'f)d/a(76.0V βββ ・・・・・・−=      (5) 

ここに， 

af：押抜き載荷面前面から載荷点前面までの距離

(mm) 

df ：フランジの有効高さ (mm) 

be ：フランジの有効幅(=2×tf) (mm) 

 

 フランジ部の押抜きせん断耐力 Vflapの算定にあたって 

 

は，図－6 に示すようにウェブからフランジに作用する

載荷面を想定し，載荷面全周の押抜き周長がせん断に抵

抗するのではなく，載荷点側の押抜き周長が抵抗するも

のと仮定した。なお，押抜き周長 upの形状は実験で発生

した破壊面を参考に，ウェブ内は載荷面と載荷点に平行

で，ウェブを外れた箇所からウェブに平行な破壊面へと

移行する形状としている。また，引張鉄筋比 pcは破壊面

と交差する鉄筋量であり，押抜き周長の直線部分 l1 は軸

直交方向の引張鉄筋比とし，曲線部分 l2は軸方向と軸直

交方向の二方向の平均引張鉄筋比として算出している。 

 フランジを棒部材として評価したせん断耐力 Vflayの算

定にあたっては，押抜きせん断耐力算定時に想定した載

荷面から載荷点に向かってせん断力が発生すると仮定し

た。よって，フランジ部のせん断スパン af は，押抜き載

荷面前面から載荷点前面までの距離とし，ディープビー

ム式を採用している。また，フランジの有効幅 beはウェ

ブとフランジの接合部から 45°の範囲が有効と考えフ

ランジ厚さ tfと仮定した。 

 なお，ウェブ部のせん断耐力は Vwebに計上されている

ので，Vflap算定時の押抜き周長 upおよび Vflay算定時の有

効幅 beはウェブ部を控除している。 

5.2 せん断耐力式の検証 

 式(3)を用いて今回の実験結果の検証を行う。式(3)によ

る判定結果と各供試体の破壊性状の比較を表－3 に示す。

なお，フランジの有効高さ df 算定について，フランジ内

の鉄筋がフランジ厚さの中心位置に配置されている場合，

有効高さ df をフランジ厚さ tf の 0.8 倍として耐力を算定

した。表－3 により，破壊性状の判定結果は概ね一致し

ていることがわかる。ただし，供試体 B-1,2,5,MA-1 にお

ける引張フランジの判定結果は不整合となっているが，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 フランジの押抜きせん断に対する照査断面 
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Vflap と Vflay の耐力差が十分ではないため，破壊形態の判

別が困難であったと推測される。以上より，フランジの

各破壊形態を想定したせん断耐力式 (3)を用いて耐力を

算出・比較し，その小さい方で耐力が決定するという考

え方は妥当であると考えられる。 

 今回の実験結果と式(2)による各供試体のせん断耐力

算定結果を図－7 および表－4 に示す。ウェブのみを有

効としたせん断耐力Vwebは実験値を過少評価するのに対

し，フランジのせん断耐力を考慮した式(2)は，バラつき

があるものの実験結果を概ね評価できている。なお，

Vexp/Vy（実験値/計算値）の平均値は 1.09，変動係数は

13.8%であった。 

今回の中空断面のせん断耐力式(2)において，フランジ

のせん断耐力算定に用いる押抜き周長の有効範囲 up お

よび有効幅 be はフランジ厚さの関数と仮定しているが，

今後は更なる実験データの蓄積および検証を行い，フラ

ンジがせん断耐力に寄与する有効範囲の精度向上が課題

と考える。 

 

6. 結論 

 本実験結果および提案式の適用により得られた知見を

以下にまとめる。 

(1) 中空断面 RC 梁のせん断実験では，ウェブ部の斜め

ひび割れ発生後におけるフランジの破壊過程は，ウ

ェブがフランジを押し抜く破壊形態と斜めひび割

れがフランジを貫通する破壊形態の 2 種類に分類さ

れる。 

(2) 中空断面 RC 梁のせん断耐力算定方法について，現

行のウェブのみを有効としたせん断耐力の場合，実

験値を過少評価する結果が得られた。よって，せん

断耐力の算定にはフランジのせん断耐力を考慮す

る必要があることが分かった。 

(3) 中空断面 RC 梁のせん断実験におけるフランジ破壊

形状の観察結果と，式(3)によるフランジせん断耐力

評価の判定結果は概ね一致した。つまり，フランジ

の各破壊形態を想定したせん断耐力式を用いて耐

力を算定・比較し，その小さい方で耐力が決定する

という考え方は妥当である。今後は式(2)において，

フランジがせん断耐力に寄与する有効範囲の精度

向上が課題である。 
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性状
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B-1 33.4 36.5 case1 OK 94.3 87.7 case1 NG
B-2 33.7 36.8 case1 OK 91.2 88.3 case1 NG
B-3 76.2 95.9 case1 OK 164.3 133.9 case2 OK
B-4 33.9 36.9 case1 OK － － － －

B-5 － － － － 95.6 88.6 case1 NG
MA-1 56.7 36.4 case2 OK 93.9 87.5 case1 NG
MA-2 109.3 87.4 case2 OK 106.9 87.4 case2 OK

圧縮フランジ
（上フランジ）

引張フランジ
（下フランジ）

供試体

0

100

200

300

400

500

600

0 100 200 300 400 500 600

計算結果Vy（kN）

実
験

結
果

V
ex

p（
kN

）

 

 

表－4 実験結果と式(2)による計算結果の比較 

最大
せん断力

ウェブ
せん断耐力

上フランジ
せん断耐力

下フランジ
せん断耐力

中空断面
せん断耐力

Vexp
(kN)

Vweb
(kN)

Vfla1
(kN)

Vfla2
(kN)

Vy
(kN)

B-1 313.8 198.7 33.4 87.7 319.8 0.98
B-2 342.9 200.1 33.7 88.3 322.1 1.06
B-3 384.2 200.1 76.2 133.9 410.2 0.94
B-4 290.9 200.6 33.9 － 234.5 1.24
B-5 280.4 200.6 － 88.6 289.2 0.97

MA-1 432.2 198.2 36.4 87.5 322.1 1.34
MA-2 416.3 197.9 87.4 87.4 372.7 1.12

供試体 Vexp /Vy

図－7 実験結果と式(2)による計算結果の比較 

表－3 式(3)による判定結果と破壊性状の比較 
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